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１．上場制度の整備の経緯

【ＪＤＲ（Ｊapanese Depositary Receipt（日本型預託証券））】
• 平成１９年９月３０日に、新信託法（平成１８年法律第１０８号）が施行され、受益証券を発行する信託が認められる
こととなった。

• 上場有価証券の多様化を図る観点から、平成１９年１１月１日に外国株式及び外国ＥＴＦ※１を信託財産とする信託
の受益証券（ＪＤＲ）※２、３に係る上場制度の整備を実施した。

【商品現物型ＥＴＦ】
• 平成１９年１２月１８日に、金融審議会金融分科会第一部会から公表された報告書のなかで、ＥＴＦの多様化を図
る観点から、受益証券発行信託を活用することにより、柔軟な商品設計に基づくＥＴＦを組成することが可能である
ため、必要な投資者保護の枠組みの下、取引所において上場規則の整備等が図られることを期待する旨の報告
があった。

• 平成２０年３月７日には金や銀等の商品現物を信託財産とする信託の受益証券※４に係る上場制度の整備を行っ
た。

※１：現在、当取引所の上場制度において、ＪＤＲの対象となる有価証券は、「外国株式」、「外国ＥＴＦ」及び「外国商品現物型ＥＴＦ」のみである。

※２：金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）では、ＪＤＲのことを「有価証券信託受益証券」と定義している（施行令第２条の３、開示府令第１条の２、特定有価証券
開示府令第１条の２）。

※３：ＪＤＲについて、「日本型預託証券」や「日本版預託証券」といった邦訳が使われることがあるが、金融商品取引法では、ＪＤＲは、同法第２条第１項第２０号に規
定するいわゆる「預託証券」には該当せず、同項第１４号に規定する「受益証券」に該当する。ＪＤＲの邦訳を「預託証券」としているのは、ＪＤＲについて、欧米の
証券市場で発行されている「預託証券」の機能を模した制度とすることを目指したことによるためである。

※４：「有価証券」以外のものを信託財産とする信託の受益証券については、一般に「ＪＤＲ」という呼称は使用しない。
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２．上場対象となる受益証券発行信託の受益証券

当取引所が上場対象とする受益証券発行信託の受益証券は、主に以下の３種類である。

① 外国株信託受益証券（有価証券上場規程第２条第１０号）

金融商品取引法施行令第２条の３第３号に規定する有価証券信託受益証券のうち、受託有
価証券が外国株券であるものをいう。 ⇒外国株券を信託財産とするＪＤＲ

② 外国ＥＴＦ信託受益証券（有価証券上場規程第１００１条第６号）

金融商品取引法施行令第２条の３第３号に規定する有価証券信託受益証券のうち、受託有
価証券が外国ＥＴＦであるものをいう。 ⇒外国ＥＴＦを信託財産とするＪＤＲ

③ 内国商品現物型ＥＴＦ（有価証券上場規程第１００１条第３１号）

金融商品取引法第２条第１項第１４号に規定する受益証券発行信託の受益証券であって、特
定の商品の価格に連動することを目的として、主として当該特定の商品をその信託財産とするも
の（当該受益証券に係る受益権の口数に応じて受益者が均等の権利を有するものに限る。）を
いう。 ⇒金や銀等の商品を信託財産とする国内組成のＥＴＦ（信託法に基づくもの）
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３．ＪＤＲの仕組み

発行のスキーム（例）

いわゆる「預託証券」は、欧米の証券市場
において発達してきたものであり、米国で発行
されるものは、ＡＤＲ（American Depositary 
Receipt）と呼ばれ、米国外（主として欧州）で
発行されるものはＧＤＲ（Global Depositary 
Receipt）と呼ばれ、それぞれの地域で活発に
取引がされている。

ＡＤＲやＧＤＲといった欧米の預託証券は、
例えば、自国における外国資本規制など様々
な理由から、株式そのものを他国に持ち出すこ
とができない外国の会社が、欧米の証券市場
で資金調達を行う際に利用されている。

ＪＤＲは、このような外国の会社について、
日本の証券市場を通じた資金調達が可能とな
るとともに、日本の投資者に対して、より幅広
い投資対象を提供することを目的として導入さ
れた有価証券である。

※ 上記は、ＪＤＲの発行に関する基本的な仕組みを記したものであり、上記の仕組みのみに限定されているわけではありません。

※ 上記の順番①～⑦は、スキームを理解するために付したものであり、実際の資金等の流れとは異なります。 

※ 原株の配当等の諸権利は、各ＪＤＲの信託契約の規定に従って処理されます（受託者が本国のカストディを通じて配当等を受領し、ＪＤＲの受益者あてに収益分配金として支払う等。） 。 

①原株（受託有
価証券）割当

外国会社（発行者）

委託者
（金融商品取引業者）

受託者（信託銀行等）

受益者（投資家）

外国金融機関
（カストディ）

②原株信託

③原株保管

④ＪＤＲ発行

⑤ＪＤＲ販売

⑥代金払込み

⑦代金払込み

本国

日本
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４．内国商品現物型ＥＴＦの仕組み

AM会社

（委
託
者
）

信託銀行
投資家

(受益者)

運
用
指
図

情報開示

商品
専門業者

投資家
(受益者)

情報開示
（受
託
者
）

（委
託
者
）

真
贋
判
定
等

Ⅰ Ⅱ

スキーム２スキーム１

商品の管理又は処分。

信託銀行が管理会社として情報を開示。
※金融商品取引法上、発行開示において、委託者及び受託者が「発行者」に該当す
る。ただし、継続開示では、受託者のみが「発行者」に該当する。社債、株式等の振
替に関する法律における「発行者」は、受託者のみとなる。

AM会社が管理会社として情報を開示。
※金融商品取引法上、発行開示及び継続開示において、委託者が
「発行者」に該当する。社債、株式等の振替に関する法律（平成１３
年法律第７５号）における発行者は、受託者となる。

管理会社

の業務

資産運用の指図は不要だが、代わりに商品（貴金属等）の真贋
判定等が必要となる。⇒商品の取扱いについて高い専門性を
有する業者を委託者とする。

AM会社が信託の委託者として商品の管理又は処
分を指図。

委託者

の業務

Ⅰ Ⅱ

スキーム１

信託銀行（受
託
者
）

管
理
会
社

管
理
会
社

スキーム２（平成２２年３月～）

信託財産
（金、銀等）

信託財産
（金、銀等）

《要件（2点）》
・上場会社又はその子会社で
あること
・商品取引所の会員又は取
引参加者（真贋判定等、商品
の取扱いに高い専門性を有
する者）であること
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関連法令①（有価証券の性質に関する法令）

○金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）
（定義）
第ニ条第一項 この法律において「有価証券」とは、次に掲げるものをいう。
一 ～ 十三 略
十四 信託法（平成十八年法律第百八号）に規定する受益証券発行信託の受益証券 注：ＪＤＲ、内国商品現物型ＥＴＦは当該有価証券に該当する。
十五 ～ 十九 略
二十 前各号に掲げる証券又は証書の預託を受けた者が当該証券又は証書の発行された国以外の国において発行する証券又は証書で、当該預託を受
けた証券又は証書に係る権利を表示するもの 注：ＡＤＲ、ＧＤＲは当該有価証券に該当する。
二十一 略

○信託法（平成１８年法律第１０８号）
第百八十五条 信託行為においては、この章の定めるところにより、一又は二以上の受益権を表示する証券（以下「受益証券」という。）を発行する旨を

定めることができる。
２ 前項の規定は、当該信託行為において特定の内容の受益権については受益証券を発行しない旨を定めることを妨げない。
３ 第一項の定めのある信託（以下「受益証券発行信託」という。）においては、信託の変更によって前二項の定めを変更することはできない。
４ 第一項の定めのない信託においては、信託の変更によって同項又は第二項の定めを設けることはできない。

○金融商品取引法施行令（昭和４０年政令第３２１号）
（組織再編成対象会社が発行者である有価証券の範囲）
第二条の三 法第二条の二第四項第一号及び第四条第一項第二号イに規定する政令で定める有価証券は、次に掲げるものとする。
一 ・二 略
三 有価証券信託受益証券（法第二条第一項第十四号に掲げる有価証券のうち同項各号に掲げる有価証券を信託財産とするものであつて、当該信託財
産である有価証券（以下「受託有価証券」という。）に係る権利の内容が当該信託の受益権の内容に含まれる旨その他内閣府令で定める事項が当該信
託に係る信託行為において定められているものをいう。以下同じ。）のうち、受託有価証券が株券又は前二号に掲げる有価証券であるもの
注：ＪＤＲは当該有価証券に該当する。

四 略
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関連法令②（有価証券の「発行者」の定義に関する法令）

○金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令（平成５年大蔵省令第１４号）
（権利の発行）
第十四条 略
２ 法第二条第五項に規定する有価証券を発行し、又は発行しようとする内閣府令で定める者は、次の各号に掲げる有価証券の区分に応じ、当該各号に
定める者とする。
一 略
ニ 受益証券発行信託の受益証券（次号に掲げるものを除く。）及び法第二条第一項第十七号に掲げる有価証券のうち受益証券発行信託の受益証券の
性質を有するもの 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める者
イ 委託者又は委託者から指図の権限の委託を受けた者（信託業法施行令（平成十六年政令第四百二十七号）第二条各号に掲げる者以外の者である
場合に限る。第三項第一号イにおいて同じ。）のみの指図により信託財産の管理又は処分が行われる場合 当該有価証券に係る信託の委託者
注：４ページのスキーム１に該当するＥＴＦ

ロ イに掲げる場合以外の場合（当該有価証券に係る信託行為の効力が生ずるときにおける受益者が委託者であるものであって、金銭を信託財産とする
場合に限る。） 当該有価証券に係る信託の受託者
ハ イ及びロに掲げる場合以外の場合 当該有価証券に係る信託の委託者及び受託者
注：４ページのスキーム２に該当するＥＴＦ

三 有価証券信託受益証券 当該有価証券に係る受託有価証券を発行し、又は発行しようとする者
注：金融商品取引法上におけるＪＤＲの発行者は、信託される有価証券を発行する外国会社や外国ＥＴＦ等の発行者となる。社債、株式等の振替に関
する法律（平成１３年法律第７５号）におけるＪＤＲの発行者は、受益証券を発行する者（受託者）となる。

四・五 略
３・４ 略

○特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令（平成５年大蔵省令第２２号）
（有価証券報告書の提出が免除される者）
第二十二条の二 法第二十四条第五項において準用する同条第一項本文及び第三項に規定する内閣府令で定める有価証券は、次の各号に掲げる有価
証券とし、同条第五項において準用する同条第一項本文及び第三項に規定する内閣府令で定める者は、次に掲げる有価証券の区分に応じ当該各号に
定める者とする。
一 略
二 信託受益証券及び信託受益権 信託行為の効力が生ずるときにおける委託者
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関連法令③（その他）

○企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和４８年大蔵省令第５号） ⇒外国株式を信託財産とするＪＤＲに関する府令
（有価証券信託受益証券）
第一条の二 令第二条の三第三号に規定する内閣府令で定める事項は、次に掲げる事項とする。
一 当該有価証券信託受益証券に係る信託財産に受託有価証券及び当該受託有価証券に係る受取配当金、利息その他の給付金以外の財産が含まれな
いこと。
二 当該有価証券信託受益証券に係る受託有価証券が同一種類の有価証券（有価証券の発行者が同一で、定義府令第十二条第一項各号に掲げる有価
証券の区分に応じ、当該各号に定める事項が同一である有価証券をいい、次に掲げるすべての要件を満たすものを除く。）であること。
イ 受託有価証券の発行者に適用される法令若しくは当該発行者の定款若しくは寄附行為その他これらに準ずるもの又は当該発行者の決定により受託
者が受託有価証券の所有者として当該発行者が発行する有価証券の割当てを受ける権利の対象となる有価証券（ロにおいて「割当有価証券」という。）
であること。
ロ 受益者による受託者に対する割当有価証券の引受けの申込みの指図に基づき、当該受益者のために当該受託者が信託財産として所有する有価証
券であること。
三 各受益権の内容が、各受託有価証券に係る権利の内容に応じて均等であること。
四 受益権の内容に含まれる受託有価証券に係る権利の行使手続及び当該受託有価証券の発行者による当該受託有価証券に係る通知、報告その他書
類の送付に関する手続の受託者に対する通知方法が規定されていること。
五 受託有価証券に係る権利の内容と異なる内容の受益権が発行されないこと。

○特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令（平成５年大蔵省令第２２号） ⇒外国投資信託を信託財産とするＪＤＲに関する府令
（有価証券信託受益証券）
第一条の二 令第二条の三第三号に規定する内閣府令で定める事項は、特定有価証券信託受益証券にあっては、次に掲げる事項とする。
一 当該特定有価証券信託受益証券に係る信託財産に受託有価証券（令第二条の三第三号に規定する受託有価証券をいう。以下同じ。）である特定有
価証券及び当該特定有価証券に係る受取配当金、利息その他の給付金以外の財産が含まれないこと。
二 当該特定有価証券信託受益証券に係る受託有価証券が同一種類の特定有価証券（特定有価証券の発行者が同一で、金融商品取引法第二条に規
定する定義に関する内閣府令（平成五年大蔵省令第十四号。以下「定義府令」という。）第十二条第一項各号に掲げる有価証券の区分に応じ、当該各号
に定める事項が同一である特定有価証券をいい、次に掲げるすべての要件を満たすものを除く。）であること。
イ 受託有価証券の発行者に適用される法令若しくは当該発行者の定款、約款若しくは規約又は信託契約書若しくは組合契約書又はこれらに準ずる書
類又は当該発行者の決定により受託者が受託有価証券の所有者として当該発行者が発行する有価証券の割当てを受ける権利の対象となる有価証券
（ロにおいて「割当有価証券」という。）であること。
ロ 受益者による受託者に対する割当有価証券の引受けの申込みの指図に基づき、当該受益者のために当該受託者が信託財産として所有する有価証
券であること。
三 各受益権の内容が、各受託有価証券に係る権利の内容に応じて均等であること。
四 受益権の内容に含まれる受託有価証券に係る権利の行使手続及び当該受託有価証券の発行者による当該受託有価証券に係る通知、報告その他書
類の送付に関する手続の受託者に対する通知方法が規定されていること。
五 受託有価証券に係る権利の内容と異なる内容の受益権が発行されないこと。

注：特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第一条の二は、信託財産が外国投資信託（外国ＥＴＦを含む）となる場合の府令である。内国商品現物
型ＥＴＦについて、当該条文は適用されない。
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本資料に関する注意事項

本資料は、作成時における「受益証券発行信託の受益証券（以下「ＪＤＲ等」という。）」の制度概要の説明のみを
目的としており、投資勧誘や特定の証券会社・信託銀行等との取引を推奨することを目的としているものではなく、
また金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。
ＪＤＲ等への投資は、その受託有価証券や信託財産を直接取得した場合と同様のリスクを取ることとなります。

その結果、受託有価証券や信託財産の価格の変動、外国為替相場の変動、受託有価証券の発行者の倒産や財
務状況等の悪化、その他の市場要因の影響等により、市場取引価格が値下がりし、それにより損失が生じること
があります。
本資料は、平成２２年３月１日現在の内容です。その以後、制度の改正等により、本資料に掲載した内容が予告

なく変更される場合があります。また、本資料に掲載されている情報の作成には万全を期していますが、当該情報
の完全性を保証するものではありません。 （株）東京証券取引所は、本資料及び本資料から得た情報を利用した

ことにより発生するいかなる費用又は損害等の一切について責任を負いません。
本資料のいかなる部分も一切の権利は（株）東京証券取引所に属しており、電子的または機械的な方法を問わ

ず、いかなる目的であれ、無断で複製、または転載等はできません。また、本資料は、ETF等について平易に解説
・記述しておりますが、全ての内容を網羅したものではありません。

株式会社東京証券取引所
上場部上場推進室商品企画担当

Tel 03-3666-0141（代）
E-Mail product_01＠tse.or.jp



２．受益証券発行信託の受益権に係る株式等振替制度について



 

 

受益証券発行信託の受益権に係る株式等振替制度要綱 

平成 22 年１月 29 日 

株式会社証券保管振替機構 

 

１．趣旨 

  信託法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 18 年法律第 109 号。以下「信託法整備法」という。）により、社債、株式等の振替に関

する法律（平成 13 年法律第 75 号。以下「振替法」という。）が改正され、信託法（平成 18 年法律第 108 号）に規定する受益証券発行信託の受益証

券については、信託法整備法附則第３号に規定する政令で定める日から、振替法の適用を受けることとなる。 

  これに伴い、受益証券発行信託の受益権に係る株式等振替制度における取扱いについて、以下のとおり定めることとする。 

  なお、現在、振替法の兼業業務として実施している受益証券発行信託受益証券保管振替決済制度については、株式等振替制度の実施に伴い、廃止

する。 

 

２．内容 

項 目 内 容 備 考 

Ⅰ．総則 

 

１．取扱対象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 受益証券発行信託の受益権（振替法第２条第１項第 10 号の２に

規定する受益証券発行信託の受益権（信託法第 185 条第２項の定

めのある受益権を除く。）をいう。以下同じ。）のうち、株式会社

証券保管振替機構（以下「機構」という。）が取扱いの対象とする

もの（以下「振替受益権」という。）は、２．の同意を得ているも

ので、次に掲げる要件すべてに該当するものとする。 

① 有価証券市場を開設する金融商品取引所（金融商品取引法（昭

和 23 年法律第 25 号）第２条第 16 項に規定する金融商品取引所

をいう。以下同じ。）に上場している又は上場する予定がある

 

 

○ 振替受益権については、振替法第

127 条の３第１項の規定により、受

益証券が発行されないため、受益証

券発行信託受益証券保管振替決済制

度における信託受益証券の取扱要件

のうち、次のものは、株式等振替制

度において取り扱う受益証券発行信

託の受益権については不要となる。 

① 保管業務委託契約が機構と発行
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項 目 内 容 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こと 

② 次に掲げるもののいずれかに該当すること 

  ａ 金融商品取引法施行令（昭和 40 年政令第 321 号）第２条の

３第３号に規定する有価証券信託受益証券のうち、同号に規

定する受託有価証券が外国株券（金融商品取引法第２条第１

項第17号に掲げる有価証券のうち同項第９号に掲げる株券の

性質を有するものをいう。）であるもの 

ｂ 金融商品取引法施行令第２条の３第３号に規定する有価証

券信託受益証券のうち、同号に規定する受託有価証券が金融

商品取引法第２条第１項第10号に規定する外国投資信託の受

益証券又は同項第 11 号に規定する外国投資証券であるもの 

ｃ 金融商品取引法施行令第２条の３第３号に規定する有価証

券信託受益証券のうち、同号に規定する受託有価証券が外国

商品現物型ＥＴＦ（金融商品取引法第２条第１項第 17 号に掲

げる有価証券のうち同項第14号に規定する受益証券発行信託

の受益証券の性質を有するものであって、特定の商品価格に

連動することを目的として、主として当該特定の商品をその

信託財産とするもの（当該受益証券に係る受益権の数に応じ

て受益者が均等の権利を有するものに限る。）をいう。）であ

るもの 

ｄ 金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発

行信託の受益証券であって、特定の商品価格に連動すること

を目的として、主として当該特定の商品をその信託財産とす

るもの（当該受益証券に係る受益権の数に応じて受益者が均

者との間で締結されていること 

② 信託受益証券が無記名式である

こと 

○ 金融商品取引所の有価証券上場規

程における定義については、次のと

おり。 

②－ａ 外国株信託受益証券 

②－ｂ 外国ＥＴＦ信託受益証券 

②－ｃ 外国商品現物型ＥＴＦ信託

受益証券 

②－ｄ 内国商品現物型ＥＴＦ 
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項 目 内 容 備 考 

 

 

２．取扱同意 

 

 

 

 

 

３．発行者の決定事項等の通知

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．機構加入者及び間接口座管

理機関 

 

 

等の権利を有するものに限る。） 

 

○ 機構は、受益証券発行信託の受益権につき取扱いを開始する場

合には、あらかじめ、受益証券発行信託の受益権の発行者から書

面により、機構での取扱いに係る同意を得るものとする。 

○ 受益証券発行信託の受益権の発行者は、上記の同意を与えるに

は、信託行為の定めによらなければならない。 

 

○ 振替受益権の発行者は、次に掲げる事項について決定を行った

場合又は次に掲げる事項が生じた場合には、機構に対し、機構が

定めるところにより、その内容を通知しなければならない。 

① 振替受益権の併合 

② 振替受益権の分割 

③ 振替受益権に係る信託の併合 

④ 振替受益権に係る信託の分割 

⑤ その他機構が定める事項 

 

 

 

 

○ 株式等振替制度における機構加入者及び間接口座管理機関は、

その直近上位機関から開設を受けた口座において、振替受益権の

記載又は記録を受けることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「その他機構が定める事項」には、

受託者の任務の終了事由（信託法第

56 条第１項各号に掲げる事由をい

う。）や新受託者の選任等がある。 

 

○ 株式等振替制度における機構加入

者及び間接口座管理機関の口座の開

設申請は、機構が株式等振替制度に

おいて取り扱うすべての種類の機構
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項 目 内 容 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．加入者情報に関する取扱い

 

 

６．電磁的方法による通知又は

請求等 

 

７．加入者集会及び加入者保護

信託 

 

８．振替口座簿とその記録事項

等 

（１）振替口座簿の記載事項又

は記録事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 現行の株式等振替制度における取扱いと同様。 

 

 

○ 現行の株式等振替制度における取扱いと同様。 

 

 

○ 現行の株式等振替制度における取扱いと同様。 

 

 

 

 

○ 振替受益権に係る振替口座簿（以下「振替口座簿」という。）の

記載又は記録は、次のとおりとする。 

① 振替口座簿は、加入者の口座ごとに区分する。 

② 振替口座簿中の自己口には、次に掲げる事項を記載し、又は

取扱対象株式等（振替受益権も含

む。）についての記録を行う口座の開

設を目的として行っている。したが

って、現行の株式等振替制度におい

て口座の開設を受けている機構加入

者及び間接口座管理機関は、振替受

益権についての別途の口座開設の申

請は不要である。 

 

○ 株式等業務規程第 31 条から第 33

条まで参照。 

 

○ 株式等業務規程第 34 条及び第 35

条参照。 

 

○ 株式等業務規程第 36 条参照。 
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項 目 内 容 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記録する。 

ａ 加入者の氏名又は名称及び住所 

ｂ 振替受益権の銘柄（振替法第 127 条の４第３項第２号の銘

柄をいう。以下同じ。） 

ｃ 振替受益権の銘柄ごとの数（ｄに掲げるものを除く。） 

ｄ 加入者が質権者であるときは、その旨、質権の目的である

振替受益権の銘柄ごとの数、当該数のうち受益者ごとの数並

びに当該受益者の氏名又は名称及び住所 

 

 

 

 

ｅ 加入者が信託の受託者（以下単に「受託者」という。）であ

るときは、その旨並びにｃ及びｄの数のうち信託財産である

ものの数 

ｆ ｃ又はｄの数の増加又は減少の記載又は記録がされたとき

は、増加又は減少の別、その数及び当該記載又は記録がされ

た日 

ｇ 差押命令等により処分の制限がされたときは、その旨の表

示及び当該差押命令等が送達された年月日 

ｈ 加入者の口座に記載又は記録がされている振替受益権につ

いての権利を当該加入者が取得した日と当該振替受益権につ

いて当該加入者の口座に増加の記載又は記録をした日が異な

るときは、その取得した日 

 

 

 

 

 

○ 受益証券発行信託受益証券保管振

替決済制度では、株式等振替制度に

おける質権欄への記載又は記録に相

当する取扱いが認められていなかっ

たが、株式等振替制度への移行によ

り、質権欄への記載又は記録の取扱

いが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5



 

 

項 目 内 容 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）受託者による信託の記録

の申請等 

 

 

 

ｉ 振替により振替受益権についての権利の移転を受けた加入

者の口座に当該振替受益権についての増加の記載又は記録を

した日と、当該振替受益権について権利を移転した加入者（機

構が定める者に限る。）の口座に当該振替受益権についての減

少の記載又は記録がされた日が異なるときは、その減少の記

載又は記録がされた日 

ｊ その他機構が定める事項 

③ 振替口座簿中の顧客口には、次に掲げる事項を記載し、又は

記録する。 

ａ ②ａ及びｂに掲げる事項 

ｂ 振替受益権の銘柄ごとの数 

ｃ その他機構が定める事項 

④ 機構は機関口座（振替法第 12 条第２項に規定する機関口座を

いう。以下同じ。）を開設する場合には、振替口座簿に機関口座

の区分を設け、次に掲げる事項を記録する。 

ａ 振替受益権の銘柄 

ｂ 振替受益権の銘柄ごとの数 

ｃ その他機構が定める事項 

 

○ 受託者である加入者は、その直近上位機関に対し、当該受託者

の口座（顧客口を除く。）に記載又は記録がされた振替受益権につ

いて、信託の記載又は記録を申請することができる。 

○ 上記の申請をする加入者は、次に掲げる事項を示さなければな

らない。 
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項 目 内 容 備 考 

 ① 受託者の口座 

② 当該申請に係る振替受益権の銘柄及び数 

③ ①の口座において信託の記載又は記録がされるのが保有欄で

あるか、又は質権欄であるかの別 

○ 上記の場合においては、信託の受益者（以下、本（２）におい

て「受益者」という。）又は信託の委託者（以下、本（２）におい

て「委託者」という。）は、受託者に代位して信託の記載又は記録

を申請することができる。 

○ 受益者又は委託者は、上記の受託者に代位した申請をするとき

は、当該申請において、受託者の氏名又は名称及び住所並びに代

位の原因を示し、かつ、当該代位の原因及び当該申請に係る振替

受益権についての権利が信託財産に属することを証明する資料を

提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．新規記録手続 

 

１．振替受益権の発生時の新規

記録手続 

（１）新規記録通知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 発行者は、振替受益権が発生したときは、機構に対し、次に掲

げる事項を通知する。 

① 当該振替受益権の銘柄 

② 受益者又は質権者である機構加入者の氏名又は名称 

③ ②の機構加入者のために開設された振替受益権の振替を行う

ための口座 

 

 

○ 資料１参照。 
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項 目 内 容 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）振替口座簿への記録 

 

 

（３）新規記録済通知 

 

 

２． 口座通知の取次ぎ 

 （１）口座通知の取次ぎ 

 

 

 （２）特別口座の開設 

 

 

④ 機構加入者ごとの振替受益権の数（⑤に掲げるものを除く。）

⑤ 機構加入者が質権者であるときはその旨及び受益者ごとの質

権の目的である振替受益権の数 

⑥ ⑤の受益者の氏名又は名称及び住所 

⑦ 機構加入者が信託の受託者であるときは、その旨並びに④及

び⑤の数のうち信託財産であるものの数 

⑧ 発行者が知り得る事項として機構が定める事項 

⑨ ①の振替受益権の総数 

⑩ その他機構が定める事項 

 

○ 機構は、（１）の通知を受けたときは、直ちに、振替口座簿に増

加の記録を行う。 

 

○ 機構は、振替口座簿に（２）の増加の記録を行ったときは、発

行者及び機構加入者に対し、その内容を通知する。 

 

 

○ 口座通知及びその取次ぎに関する取扱いは、振替株式における取

扱いに準じる。 

 

○ 特別口座の開設に関する取扱いは、振替株式における取扱いに準

じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．振替手続 ○ 振替株式における取扱いに準じる。 ○ 振替受益権には、振替株式におけ
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項 目 内 容 備 考 

 る登録質に相当する制度がないた

め、登録株式質権者に係る取扱いに

相当する取扱いは除く。 

 

Ⅳ．転換手続 

 

１．信託の一部解約 

（１）信託の一部解約の請求の

取次ぎ 

 

 

 

（２）発行者による指定転換請

求者に対する発行者の口

座等の通知 

 

 

（３）振替受益権の発行者の口

座への振替 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 指定転換請求者（発行者から転換に係る請求を行う者として指

定を受けた機構加入者又は間接口座管理機関をいう。以下同じ。）

は、その加入者から信託の一部解約の請求を受けたときは、これ

を発行者に取り次ぐものとする。 

 

○ 発行者は、指定転換請求者から信託の一部解約の請求の取次ぎ

を受けたときは、当該取次ぎを行った指定転換請求者に対して、

振替受益権を振り替えるための発行者の口座（以下単に「発行者

の口座」という。）及び振替日等の情報を通知する。 

 

○ 指定転換請求者は、発行者から発行者の口座及び振替日等の情

報の通知を受けたときは、機構に対して、振替受益権を発行者の

口座に振り替えるための前日振替請求を行う。 

○ 機構は、指定転換請求者から振替受益権の前日振替請求を受け

たときは、振替日に、指定転換請求者の口座から発行者の口座へ

の振替受益権の振替を行う。 

 

 

 

○ 資料２参照。 
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項 目 内 容 備 考 

（４）振替受益権の抹消 

 

 

 

 

 

（５）信託財産の交付 

 

 

 

２．追加信託 

（１）追加信託の請求の取次ぎ

 

 

（２）発行者による指定転換請

求者に対する交付日等の

通知 

 

（３）信託財産の追加信託 

 

 

 

（４）振替受益権の新規記録 

○ 発行者は、振替日に、機構に対して、（３）により発行者の口座

に振替を受けた振替受益権を抹消するための当日抹消請求を行

う。 

○ 機構は、発行者から当日抹消請求を受けたときは、直ちに、発

行者の口座における振替受益権の減少の記録を行う。 

 

○ 発行者は、（４）の当日抹消請求を行ったときは、遅滞なく、信

託の一部解約の請求を行った指定転換請求者に対して、信託財産

を交付する。 

 

 

○ 指定転換請求者は、その加入者から追加信託の請求を受けたと

きは、これを発行者に取り次ぐものとする。 

 

○ 発行者は、指定転換請求者から追加信託の請求の取次ぎを受け

たときは、当該取次ぎを行った指定転換請求者に対して、信託財

産の交付の方法及び交付日等の情報を通知する。 

 

○ 指定転換請求者は、発行者から信託財産の交付の方法及び交付

日等の情報の通知を受けたときは、発行者の指定する方法により、

発行者に対して、信託財産の追加信託を行う。 

 

○ 発行者は、信託財産の追加信託を確認した後、機構に対して、

追加信託により発生した振替受益権についての新規記録通知を行

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 資料３参照。 
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項 目 内 容 備 考 

う。 

○ 機構は、発行者から新規記録通知を受けたときは、直ちに、指

定転換請求者の口座における振替受益権の増加の記録を行う。 

 

Ⅴ．振替受益権の併合 

 

１．発行者の機構に対する通知

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．機構の直接口座管理機関に

対する通知 

 

 

 

 

 

３．減少比率による減少の記

 

 

○ 発行者は、振替受益権について信託の変更により受益権の併合

をしようとするときは、受益権の併合が効力を生ずる日（以下「併

合日」という。）の２週間前までに、機構に対し、次に掲げる事項

を通知する。 

① 受益権の併合に係る振替受益権の銘柄（以下「受益権併合銘

柄」という。） 

② 減少比率（受益者の保有する併合前の受益権の数に対する併

合後の受益権の数の割合をいう。本Ⅴ．において以下同じ。） 

③ 併合日 

 

○ 機構は、発行者から１．に掲げる事項の通知を受けたときは、

直ちに、直接口座管理機関に対し、必要な事項を通知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 直接口座管理機関は、機構から受

益権併合に係る通知を受けたとき

は、直ちに、その直近下位機関に当

該事項を通知するものとする。当該

通知を受けた口座管理機関も同様と

する。 
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項 目 内 容 備 考 

録等 

（１）自己口における減少の記

載又は記録 

ａ．保有欄における減少の

記載又は記録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 機構及び口座管理機関は、併合日の前営業日において、その加

入者の自己口の保有欄に記載又は記録されている受益権併合銘柄

の振替受益権の数について減少させるべき数を算出し、併合日に

当該数についての減少の記載又は記録をする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 保有欄に記載又は記録されている

受益権併合銘柄の振替受益権の数に

ついて減少させるべき数は、次の①

と②の数の合計数とする。 

① 当該保有欄に記載又は記録され

ている受益権併合銘柄の振替受益

権の数（②の特別受益者の数があ

るときは、当該受益権併合銘柄の

数から特別受益者ごとの数の合計

数を減じて得た数）から、その数

に減少比率を乗じて得た数（端数

は切り捨てる。）を減じて得た数 

② 当該保有欄に記載又は記録され

ている受益権併合銘柄の振替受益

権の数についての特別受益者管理

簿に記載又は記録されている特別

受益者ごとの数から、その数に減

少比率を乗じて得た数（端数は切

り捨てる。）を減じて得た数の合計

数 
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項 目 内 容 備 考 

ｂ．質権欄における減少の

記載又は記録 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．顧客口において記載又

は記録すべき数の通知 

 

 

 

 

（２）顧客口における減少の記

載又は記録等 

 

 

 

 

 

 

○ 機構及び口座管理機関は、併合日の前営業日において、その加

入者の自己口の質権欄に記載又は記録されている受益権併合銘柄

の振替受益権の数について減少させるべき数を算出し、併合日に

当該数についての減少の記載又は記録をする。 

 

 

 

 

 

 

○ 口座管理機関は、併合日の前営業日に、その直近上位機関に、

併合日に当該口座管理機関の加入者の自己口に記載又は記録すべ

き振替受益権の数の合計数を通知する。 

 

 

 

○ 機構及び口座管理機関は、併合日において、その直近下位機関

の口座の顧客口に記載又は記録されている受益権併合銘柄の振替

受益権の数について減少させるべき数の減少の記載又は記録をす

る。 

 

 

 

 

○ 質権欄に記載又は記録されている

受益権併合銘柄の振替受益権の数に

ついて減少させるべき数は、当該質

権欄に記載又は記録されている受益

権併合銘柄についての受益者ごとの

質権の目的である受益権の数から、

その数に減少比率を乗じて得た数

（端数は切り捨てる。）を減じて得た

数の合計数とする。 

 

○ 口座管理機関は、その直近下位機

関から併合日に記載又は記録すべき

振替受益権の数の合計数の通知を受

けたときは、その直近上位機関に、

当該数を併せて通知する。 

 

○ 顧客口において減少させるべき数

は、当該顧客口に併合日の前営業日

に記載又は記録されている受益権併

合銘柄の振替受益権の数から、併合

日において記載又は記録すべき数と

して当該顧客口を有する直近下位機

関から通知された数を減じた数とす

る。 
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項 目 内 容 備 考 

 

４．機構による割当計算 

（１）割当計算を行うべき受益

者 

 

（２）割当計算の方法  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）割当計算後の受益権数の

通知 

 

 

 

 

 

○ 機構は、併合日の前営業日における受益者についての割当計算

を行う。 

 

○ 機構は、受益権併合銘柄について、受益者ごとに、受益権の併

合後において保有する数から受益権併合による減少後の数として

併合日において当該受益者の振替受益権として記載又は記録され

るべき数の合計数を減じて得た数（以下「調整受益権数」という。）

を算出し、当該調整受益権数につき、次に掲げる区分に応じ、そ

れぞれに定める口座に割り当てる。 

① 調整受益権数のうち整数  受益者の自己口のうち、併合日

の前営業日において最も大きい振替受益権の数を記載又は記録

していた口座（最も大きい数を管理していた口座が複数あると

きは、口座管理機関コードが最も大きい口座管理機関が開設す

る口座） 

② 調整受益権数のうち小数点以下の数  受益権併合銘柄の発

行者の自己口 

 

○ 機構は、受益権併合による振替受益権の数の減少を記載又は記

録すべき口座の加入者の上位機関である直接口座管理機関に、割

当計算後に当該加入者の自己口に記載又は記録すべき振替受益権

の数（調整受益権数を含む。）その他の必要な事項を通知する。 

 

 

 

 

 

 

○ 受益者ごとの数は、機構において、

加入者ごとに、その口座に記載又は

記録する受益権併合銘柄の数を名寄

せ合算した数とする。 

 

 

○ ①の数の記載又は記録は、受益者

の保有する振替受益権のうち担保の

目的となっているものが記載又は記

録されている口座管理機関には、す

ることができない。 

 

 

 

○ 直接口座管理機関は、機構から割

当計算後に記載又は記録するべき振

替受益権の数に係る通知を受けたと

きは、直ちに、その直近下位機関（受

益権併合による振替受益権の数の減
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項 目 内 容 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．調整受益権数の記載又は記

録手続 

（１）自己口における増加の記

載又は記録 

 

 

 

（２）顧客口における増加の記

載又は記録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 機構及び口座管理機関は、調整受益権数を記載又は記録すべき

自己口を開設しているときは、機構が定める日の業務開始時（午

前９時）に、当該口座において記載又は記録すべき調整受益権数

の増加を記載又は記録する。 

 

○ 機構及び口座管理機関は、その下位機関の加入者の自己口にお

いて調整受益権数を記載又は記録すべきときは、機構が定める日

の業務開始時（午前９時）に、その数を記載又は記録すべき顧客

口において、当該数の増加を記載又は記録する。 

 

少を記載又は記録すべき口座の加入

者の上位機関に限る。）に当該事項を

通知するものとする。当該通知を受

けた口座管理機関も同様とする。 

○ 機構は、割当計算後の受益者ごと

の数及び発行者の自己口に記載又は

記録すべき振替受益権の数に係る受

益者ごとの小数点以下の数を、ⅩⅢ．

１．の総受益者通知により当該発行

者に通知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ．振替受益権の分割 ○ 振替受益権の併合の取扱いに準じる。  
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項 目 内 容 備 考 

 

Ⅶ．信託の併合 

 

１．発行者の機構に対する通

知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．機構の直接口座管理機関に

対する通知 

 

 

 

 

○ 信託の併合に係る各信託の受益権が振替受益権である場合にお

いて、発行者が当該信託の併合に際して振替受益権を交付しよう

とするときは、当該発行者は、当該信託の併合がその効力を生ず

る日（以下「信託併合効力発生日」という。）の２週間前までに、

機構に対し、次に掲げる事項を通知する。 

① 従前の信託の受益者に対して当該信託の併合に際して交付す

る振替受益権の銘柄 

② 従前の信託の振替受益権の銘柄 

③ 割当比率（②の銘柄の振替受益権に対して①の銘柄の振替受

益権を交付する割合をいう。本Ⅶ．において以下同じ。） 

④ 信託併合効力発生日 

⑤ ①の振替受益権の発行者の口座 

⑥ 発行者が知り得る事項として機構が定める事項 

⑦ ①の振替受益権のうち当該信託の併合により新たに生ずるも

のの総数 

⑧ その他機構が定める事項 

 

○ 機構は、発行者から１．に掲げる事項の通知を受けたときは、

直ちに、直接口座管理機関に対し、必要な事項を通知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 直接口座管理機関は、機構から信

託の併合に係る通知を受けたとき

は、直ちに、その直近下位機関に当

該事項を通知する。当該通知を受け
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項 目 内 容 備 考 

 

 

３．割当比率による増加の記載

又は記録 

（１）自己口における増加の記

録及び記録の抹消等 

ａ．保有欄における増加の

記録及び記録の抹消等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 機構及び口座管理機関は、信託併合効力発生日の前営業日にお

いて、その加入者の自己口の保有欄に記載又は記録されている１．

②の銘柄の振替受益権の数について増加させるべき１．①の銘柄

の振替受益権の数を算出し、信託併合効力発生日に当該数の増加

を記載又は記録するとともに、１．②の銘柄の振替受益権につい

ての記載又は記録を抹消する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た口座管理機関も同様とする。 

 

 

 

 

 

○ 保有欄に記録されている１．②の

振替受益権について増加させるべき

１．①の銘柄の振替受益権の数は、

次の（ａ）と（ｂ）の数の合計数と

する。 

（ａ）当該保有欄に記載又は記録さ

れている１．②の銘柄の振替受益

権の数（（ｂ）の特別受益者の数が

あるときは、１．②の銘柄の振替

受益権の数から特別受益者ごとの

数の合計数を減じて得た数）に割

当比率を乗じて得た数（端数は切

り捨てる。） 

（ｂ）当該保有欄に記載又は記録さ

れている１．②の銘柄の振替受益

権の数についての特別受益者管理

簿に記載又は記録されている特別

受益者ごとの数に割当比率を乗じ
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項 目 内 容 備 考 

 

 

 

ｂ．質権欄における増加の

記録及び記録の抹消等 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．顧客口において増加す

べき数の通知 

 

 

 

 

 

（２）顧客口における増加の記

録及び記録の抹消等 

 

 

 

 

 

○ 機構及び口座管理機関は、信託併合効力発生日の前営業日にお

いて、その加入者の自己口の質権欄に記載又は記録されている１．

②の銘柄の振替受益権の数について増加させるべき１．①の銘柄

の振替受益権の数を算出し、信託併合効力発生日に当該数の増加

を記載又は記録するとともに、１．②の銘柄の振替受益権につい

ての記載又は記録を抹消する。 

 

 

 

 

○ 口座管理機関は、信託併合効力発生日の前営業日に、その直近

上位機関に、信託併合効力発生日に当該口座管理機関の加入者の

自己口に記載又は記録すべき振替受益権の数の合計数を通知す

る。 

 

 

 

○ 機構及び口座管理機関は、信託併合効力発生日において、その

直近下位機関の口座の顧客口に記載又は記録されている１．②の

銘柄の振替受益権の数について増加させるべき１．①の銘柄の振

替受益権の数の増加を記載又は記録するとともに、１．②の銘柄

て得た数（端数は切り捨てる。）の

合計数 

 

○ 質権欄に記載又は記録されている

１．②の銘柄の振替受益権について

増加させるべき１．①の銘柄の振替

受益権の数は、当該質権欄に記載又

は記録されている１．②の銘柄の振

替受益権についての受益者ごとの質

権の目的である受益権の数に割当比

率を乗じて得た数（端数は切り捨て

る。）とする。 

 

○ 口座管理機関は、その直近下位機

関から信託併合効力発生日に記載又

は記録すべき振替受益権の数の合計

数の通知を受けたときは、その直近

上位機関に、当該数を併せて通知す

る。 

 

○ 顧客口において増加させるべき数

は、信託併合効力発生日において記

載又は記録すべき数として当該顧客

口を有する直近下位機関から通知さ
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項 目 内 容 備 考 

 

 

（３）増加の記録及び記録の抹

消の時期等 

 

 

４．機構による割当計算 

 

 

５．調整受益権数の記載又は記

録手続 

 

の振替受益権についての記載又は記録を抹消する。 

 

○ 機構及び口座管理機関は、３．（２）の増加の記載又は記録及び

記載又は記録の抹消については、信託併合効力発生日の業務開始

時（午前９時）に行う。 

 

○ 振替受益権の併合における機構による割当計算の取扱いに準じ

る。 

 

○ 振替受益権の併合における調整受益権数の記載又は記録手続の

取扱いに準じる。 

 

れた数とする。 

 

Ⅷ．信託の分割 

 

１．発行者の機構に対する通知

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 吸収信託分割に係る分割信託（信託法第 155 条第１項第６号に

規定する分割信託をいう。以下同じ。）の受益権又は新規信託分割

に係る従前の信託の受益権が振替受益権である場合において、当

該信託の分割に際して、発行者が振替受益権を交付しようとする

ときは、当該発行者は、当該信託の分割がその効力を生ずる日（以

下「信託分割効力発生日」という。）の２週間前までに、機構に対

し、次に掲げる事項を通知する。 

① 分割信託又は従前の信託の受益者に対して当該信託の分割に

際して交付する振替受益権の銘柄 

② 分割信託又は従前の信託の振替受益権の銘柄 
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項 目 内 容 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．機構の直接口座管理機関に

対する通知 

 

 

 

 

３．割当比率による増加の記載

又は記録 

（１）自己口における増加の記

載又は記録 

ａ.保有欄における増加の

記載又は記録 

 

 

 

 

③ 割当比率（②の銘柄の振替受益権に対して①の銘柄の振替受

益権を交付する割合をいう。本Ⅷ．において以下同じ。） 

④ 信託分割効力発生日 

⑤ ①の振替受益権の発行者の口座 

⑥ 発行者が知りうる事項として機構が定める事項 

⑦ ①の振替受益権のうち当該信託の分割により新たに生ずるも

のの総数その他機構が定める事項 

 

○ 機構は、発行者から１．に掲げる事項の通知を受けたときは、

直ちに、直接口座管理機関に対し、必要な事項を通知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 機構及び口座管理機関は、信託分割効力発生日の前営業日にお

いて、その加入者の自己口の保有欄に記載又は記録されている１．

②の銘柄の振替受益権の数について増加させるべき１．①の銘柄

の振替受益権の数を算出し、信託分割効力発生日に当該数の増加

を記載又は記録する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 直接口座管理機関は、機構から信

託の分割に係る通知を受けたとき

は、直ちに、その直近下位機関に当

該事項を通知する。当該通知を受け

た口座管理機関も同様とする。 

 

 

 

 

 

○ 保有欄に記載又は記録されている

１．②の銘柄の振替受益権について

増加させるべき１．①の銘柄の振替

受益権の数は、次の（ａ）と（ｂ）

の数の合計数とする。 

（ａ）当該保有欄に記載又は記録さ
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項 目 内 容 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．質権欄における増加の

記載又は記録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 機構及び口座管理機関は、信託分割効力発生日の前営業日にお

いて、その加入者の自己口の質権欄に記載又は記録されている１．

②の銘柄の振替受益権の数について増加させるべき１．①の銘柄

の振替受益権の数を算出し、信託分割効力発生日に当該数の増加

を記載又は記録する。 

 

 

 

 

れている１．②の銘柄の振替受益

権の数（（ｂ）の特別受益者の数が

あるときは、１．②の銘柄の振替

受益権の数から特別受益者ごとの

数の合計数を減じて得た数）に割

当比率を乗じて得た数（端数は切

り捨てる。） 

（ｂ）当該保有欄に記載又は記録さ

れている１．②の銘柄の振替受益

権の数についての特別受益者管理

簿に記載又は記録されている特別

受益者ごとの数に割当比率を乗じ

て得た数（端数は切り捨てる。）の

合計数 

 

○ 質権欄に記載又は記録されている

１．②の銘柄の振替受益権について

増加させるべき１．①の銘柄の振替

受益権の数は、当該質権欄に記載又

は記録されている１．②の銘柄の振

替受益権についての受益者ごとの質

権の目的である受益権の数に割当比

率を乗じて得た数（端数は切り捨て

る。）とする。 
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項 目 内 容 備 考 

 

ｃ．顧客口において増加す

べき数の通知 

 

 

 

 

 

（２）顧客口における増加の記

載又は記録 

 

 

 

 

（３）増加の記載又は記録 

 

 

○ 口座管理機関は、信託分割効力発生日の前営業日に、その直近

上位機関に、信託分割効力発生日に当該口座管理機関の加入者の

自己口に記載又は記録すべき振替受益権の数の合計数を通知す

る。 

 

 

 

○ 機構及び口座管理機関は、信託分割効力発生日において、その

直近下位機関の口座の顧客口に記載又は記録されている１．②の

銘柄の振替受益権の数について増加させるべき１．①の銘柄の振

替受益権の数の増加を記載又は記録する。 

 

 

○ 機構及び口座管理機関は、増加の記載又は記録については、信

託分割効力発生日の業務開始時（午前９時）に行う。 

 

 

○ 口座管理機関は、その直近下位機

関から信託分割効力発生日に記載又

は記録すべき振替受益権の数の合計

数の通知を受けたときは、その直近

上位機関に、当該数を併せて通知す

る。 

 

○ 顧客口において増加させるべき数

は、信託分割効力発生日において記

載又は記録すべき数として当該顧客

口を有する直近下位機関から通知さ

れた数とする。 

 

 

 

 

Ⅸ．特別受益者の申出等に係る取

扱い 

 

○ 特別受益者の申出及び特別受益者の申出の簡略化に関する取扱

いについては、振替株式における特別株主の取扱いに準じる。 

 

○ 株式等業務規程第 108 条から第

122 条まで参照。 

 

Ⅹ．信託財産名義の取扱い 

 

○ 振替株式における取扱いに準じる。 

 

 

○ 株式等業務規程第 131 条から第

137 条まで参照。 

 

Ⅺ．照合手続   
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項 目 内 容 備 考 

 

１．発行者における発行総数と

振替口座簿に記録をすべき数

等についての照合 

 

 

 

 

 

２．機構加入者における振替口

座簿に記録をすべき数等につ

いての照合 

 

 

 

 

３．間接口座管理機関における

振替口座簿に記録をすべき数

等についての照合 

 

 

○ 機構は、毎営業日において、すべての振替受益権の発行者に対

し、当該発行者が発行している振替受益権のうち機構の備える振

替口座簿に記録がされている数を通知する。 

○ 振替受益権の発行者は、機構から通知を受けた内容について、

当該振替受益権の発行総数（その受益債権に係るすべての債務の

支払がされた振替受益権の数を除く。）との整合性の確認をしなけ

ればならない。 

 

○ 機構は、毎営業日において、すべての機構加入者に対し、その

機構加入者口座に記録がされている振替受益権の数を通知する。

○ 機構加入者は、機構から通知を受けた内容について、その備え

る振替口座簿に記載又は記録がされている振替受益権の数との整

合性（機構加入者が直接口座管理機関である場合に限る。）の確認

をしなければならない。 

 

○ 間接口座管理機関とその直近上位機関は、毎営業日において、

２．の規定に準じた通知及び確認をしなければならない。 

 

 

○ 振替上場投資信託受益権（ＥＴＦ）

における取扱いと同様に、振替株式

における発行者からの通知に基づく

機構での照合（株式等業務規程第138

条第１項及び第２項）については行

わないものとする。 

 

 

 

 

 

Ⅻ．超過記載又は記録に係る義務

の履行 

 

 

○ 振替株式における取扱いに準じる。 

 

 

○ 株式等業務規程第 141 条から第

143 条まで参照。 

○ 振替受益権については、振替法第

127 条の 21 第１項第２号により、振
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項 目 内 容 備 考 

 

 

 

 

 

替法第127条の20に規定する銘柄の

振替受益権の総数から、その受益債

権に係るすべての債務の支払がされ

た振替受益権の数を除く。 

ⅩⅢ．総受益者通知に係る手続 

 

１．通知する場合等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 機構は、次の①から⑪までに掲げる場合のいずれかに該当する

ときは、発行者に対し、当該①から⑪までに定める受益者につき、

その氏名又は名称及び住所並びに振替受益権の数その他機構が定

める事項の通知（以下「総受益者通知」という。）を行う。 

① 受益証券発行信託の計算期日が到来したとき 当該計算期日

の受益者 

② 発行者が受益証券発行信託の信託財産に係る議決権を行使す

ることのできる受益者を確定させるための日を定めたとき そ

の日の受益者 

③ 発行者が振替受益権に係る議決権を行使することのできる受

益者を確定させるための日を定めたとき その日の受益者 

④ 振替機関等が振替法第127条の 10の規定により特定の銘柄の

振替受益権についての記載又は記録の全部の抹消をしたとき  

当該抹消をした日の前日の受益者 

⑤ 振替受益権について信託の変更により受益権の併合又は分割

をしようとする場合で、当該受益権の併合又は分割の効力が生

ずる日が到来したとき 当該受益権の併合又は分割の効力が生

 

 

○ 振替受益権の発行者は、振替株式

の発行者とは異なり、機構に対し、

総受益者通知の請求をすることがで

きない。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 振替受益権のすべての受益者が信

託の併合により非振替受益権の交付

を受ける場合が該当する。 
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項 目 内 容 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．総受益者通知に係る手続 

ずる日の前日の受益者 

⑥ 信託の併合に係る各信託の受益権が振替受益権である場合に

おいて、発行者が信託の併合に際して振替受益権を交付しよう

とするとき 当該信託の併合に係る信託併合効力発生日の前日

における従前の信託の受益者 

⑦ 分割信託の受益権が振替受益権である場合において発行者が

吸収信託分割に際して振替受益権を交付しようとするとき、又

は新規信託分割における従前の信託の受益権が振替受益権であ

る場合において発行者が新規信託分割に際して振替受益権を交

付しようとするとき 当該信託の分割に係る信託分割効力発生

日の前日における分割信託又は従前の信託の受益者 

⑧ 振替受益権に①から⑦までに規定する以外の権利が付与され

る場合で、その権利者を確定させるための日を定めたとき そ

の日の受益者 

⑨ 機構が振替法第22条第１項の規定により同法第３条第１項の

指定を取り消された場合又は同法第41条第１項の規定により当

該指定が効力を失った場合であって、機構の振替業を承継する

者が存しないとき 当該指定が取り消された日又は当該指定が

効力を失った日の前日の受益者 

⑩ 機構が特定の銘柄の振替受益権の取扱いを廃止したとき 当

該取扱いを廃止した日の前日の受益者 

⑪ その他機構が定めるとき 機構が定める受益者 

 

○ 総受益者通知に係る手続は、振替株式における総株主通知の手

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 株式等業務規程第 144 条から第
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項 目 内 容 備 考 

 続に準じる。 

 

152 条まで参照。 

○ 振替受益権については、振替株式

における総株主通知の手続のうち、

登録株式質権者に係る取扱いに相当

する手続は設けない。 

 

ⅩⅣ．受益権の行使に係る証明書の

取扱い 

 

１．証明書の交付の請求 

 

 

 

２．証明書の対象となった振替

受益権の取扱い 

 

 

 

 

 

 

３．証明書の返還に係る取扱い

 

 

 

○ 加入者は、振替法第 127 条の 27 第３項の規定により、その直近

上位機関に対し、受益権の行使（受益債権の行使を除く。）のため

の証明書の交付を請求することができる。 

 

○ 加入者は、１．の証明書の交付を受けた場合には、当該証明書

をその直近上位機関に返還するまでの間、当該証明書の対象とな

った振替受益権について振替及び抹消の申請をすることはできな

い。 

○ 機構は、機構加入者に当該証明書を交付したときは、当該証明

書の対象となった振替受益権の銘柄及び数に係る振替及び抹消の

請求の受付を停止する。 

 

○ 加入者は、証明書を返還する場合には、１．の直近上位機関に

対して行わなければならない。 

○ 機構は、機構加入者から当該証明書の返還を受けたときは、当
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項 目 内 容 備 考 

該証明書の対象となった振替受益権の銘柄及び数に係る振替及び

抹消の請求の受付の停止を解除する。 

 

ⅩⅤ．振替口座簿の情報提供請求に

係る手続 

 

○ 振替株式における取扱いに準じる。 

 

 

○ 株式等業務規程第 18節及び第 287

条参照。 

○ 振替受益権の発行者は、正当な理

由があるときは、機構に対し、振替

口座簿の情報提供請求をすることが

できる。正当な理由については、関

係者の別途の検討による。 

 

ⅩⅥ．分配金に関する取扱い 

 

 

○ 振替受益権の分配金（受益証券発行信託の信託財産に係る現金

配当その他の一定の日の受益者に対して交付される金銭であって

機構が定めるものをいう。）に関する取扱いについては、振替株式

の配当金に関する取扱いに準じる。 

○ 分配金の受領方式としては、分配金振込指定の単純取次ぎ、登

録分配金受領口座方式及び受益権数比例配分方式を設ける。 

○ 株式等業務規程第 166 条から第

170 条まで参照。 

○ 振替受益権については、振替株式

における配当金に関する取扱いのう

ち、登録株式質権者に係る取扱いに

相当する取扱いは設けない。 

○ 振替受益権の分配金については、加

入者が振替株式における配当金の受領

方法として、登録配当金受領口座方式

を選択している場合には登録分配金受

領口座方式により、また、株式数比例

配分方式を選択している場合には受益

権数比例配分方式により支払われる。 
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項 目 内 容 備 考 

なお、分配金振込指定の単純取次ぎ又

は配当金領収書払い等を選択している

場合には、登録分配金受領口座方式又

は受益権数比例配分方式を併用するこ

とはできない。 

 

ⅩⅦ．振替受益権の取扱廃止 

 

 

○ 機構は、振替受益権が機構の定める取扱要件に該当しなくなっ

た場合その他機構が定める事由に該当することとなった場合に

は、当該振替受益権の取扱いを廃止する。 

○ 機構は、振替受益権が上記の場合に該当したときであっても、

当該振替受益権の取扱いを継続する必要があると認めるときは、

機構が別に定める日まで、その取扱いを継続することができる。

 

 

 

 

ⅩⅧ．振替受益権の総数等の公示 

 

 

○ 機構は、振替受益権の総数その他の機構が定める事項について、

公示を行う。 

 

○ その他の機構が定める事項として

は、信託法第 209 条第１項各号（第

３号及び第７号を除く。）に掲げる事

項を予定している。 

○ 公示は、機構のホームページにお

いて行う。 

 

ⅩⅨ．受益証券発行信託の受益権の

移行に関する取扱い 
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項 目 内 容 備 考 

１．移行の対象となる受益証券

発行信託の受益権 

 

 

 

 

 

２．特例受益権の移行に係る同

意手続等 

（１）同意の取得 

 

 

（２）同意書提出手続 

 

 

 

 

 

 

（３）同意に関する公告 

 

（４）特例受益権の内容の公示

 

 

○ 信託法整備法附則第３号に掲げる規定の施行の日（以下「施行

日」という。）までに設定された受益証券発行信託の受益権であっ

て、その設定後に振替法の規定の適用を受けることとする旨の信

託契約の変更が行われたもの（以下「特例受益権」という。）のう

ち、振替受入簿に記録されたものについては、特例として株式等

振替制度において取り扱う。 

 

 

 

○ 機構は、移行の対象となる特例受益権の発行者から振替法第 13 

条第１項に係る同意を得るものとする。 

 

○ 移行の対象となる特例受益権の発行者は、機構に対し、同意書

のほか、機構の定める書類を提出するものとする。 

 

 

 

 

 

○ 機構は、（１）の同意を得たときは、その旨を公告する。 

 

○ 機構は、発行者から受領する（１）の同意に係る特例受益権の

銘柄等の情報の公示（振替法附則第 48 条第２項で準用する振替法

第 127 条の 32 第 1 項の措置をいう。）を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 受益証券発行信託受益証券保管振

替決済制度において取り扱うことに

ついて発行者が提出する同意書は、

当該同意書の中で、併せて株式等振

替制度において取り扱うことにも同

意するものとする。 

 

 

 

○ 公示は、機構のホームページにお

いて行うことを予定しており、（３）

の公告を兼ねることとする。 
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項 目 内 容 備 考 

 

（５）記録開始日の通知 

 

 

 

 

 

３．移行申請の概要 

（１）特例受益権の受益者の移

行申請 

 

 

 

 

 

 

 

（２）口座管理機関による移行

申請 

 

 

 

（３）移行申請できない受益証

券 

 

○ 機構は、機構加入者及び間接口座管理機関に対し、次に掲げる

事項を通知する。 

① 特例受益権の銘柄 

② 記録開始日 

③ その他必要な事項 

 

 

○ 特例受益権の受益者（以下、本３．において「申請人」という。）

は、機構に対し、受益証券を提出するとともに、自らのために開

設された当該特例受益権の振替を行うための口座（以下「移行先

口座」という。）を示して、振替受入簿への記録の申請（以下「移

行申請」という。）をすることができる。なお、申請人は、自らが

加入者として口座の開設を受けた口座管理機関に対して移行申請

手続を委任する（当該申請人が機構加入者である場合には、自ら

申請を行う。）。 

 

○ 申請人から委任を受けた口座管理機関は、移行申請を行う。 

 

 

 

 

○ 申請人は、次の受益証券について、機構に対し、移行申請を行

うことができない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 振替受入簿への記録を求めること

ができる申請人は、受益者に限定さ

れ、質権者は申請することができな

い。 

 

 

 

 

 

○ 口座管理機関は、移行申請手続に

つき、申請人に対し、保護預り約款

の交付等により、事前に委任を受け

るものとする。 
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項 目 内 容 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．集中移行方式 

（１）対象となる特例受益権の

受益証券 

 

 

（２）受益者による移行申請 

 

 

（３）口座管理機関による移行

申請 

 

 

 

 

 

① 公示催告の申立て中である受益証券 

② 除権決定があった受益証券 

③ 受益権数の表示が現在の受益権の内容と異なる受益証券 

④ 偽造又は変造された受益証券 

⑤ 汚損又は毀損している受益証券 

⑥ 信託法その他の法令により無効となった受益証券 

⑦ ①から⑥までに掲げるもののほか、機構が受渡物件として不

適格と認める受益証券 

 

 

○ 施行日前日までに機構に預託されている特例受益権の受益証券

（以下、本４．において「受益証券」という。）については、以下

の方式（集中移行方式）により移行を行う。 

 

○ 機構に受益証券を預託した受益者は、その口座に係る受益証券

について、施行日において移行申請を行ったものとして取り扱う。

 

○ 口座管理機関は、機構に対し、機構の定めるところにより、次

に掲げる事項を示し、移行申請を行う。 

① 銘柄及び数 

② 受益証券の番号 

③ 受益者の氏名又は名称及び住所 

④ その他機構が定める事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 保護預り約款の交付等により受益

者の同意を得る。 
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項 目 内 容 備 考 

（４）振替受入簿への記録 

 

 

 

 

 

 

 

（５）振替口座簿への記録等 

ａ．機構が移行先口座を開

設している場合の処理 

 

ｂ．口座管理機関が移行先

口座を開設している場合

の処理 

（ａ）機構の顧客口への記

録 

 

 

（ｂ）口座管理機関の口座

への記載又は記録 

 

（６）移行済みの通知 

 

○ 機構は、（３）の移行申請を受けたときは、次に掲げる事項を振

替受入簿に記録する。 

① 銘柄及び数 

② 受益証券の番号 

③ 受益者の氏名又は名称及び住所 

④ 振替受入簿の記録日 

⑤ その他機構が定める事項 

 

 

○ 機構は、機構が移行先口座を開設している場合には、施行日の

業務開始時（午前９時）に、移行先口座への増加の記録を行う。

 

 

 

 

○ 機構は、口座管理機関が受益者の口座を開設している場合には、

施行日の業務開始時（午前９時）に、当該口座管理機関の顧客口

への増加の記録を行う。 

 

○ 口座管理機関は、施行日の業務開始時（午前９時）に、移行先

口座への増加の記載又は記録を行う。 

 

○ 機構は、発行者に対し、移行済みの受益証券を搬送して、振替

受入簿に記録済みの旨を通知する。 
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項 目 内 容 備 考 

 

（７）受益権原簿の変更 

 

 

５．個別移行方式 

（１）対象となる特例受益権受

益証券 

 

 

（２）受益者による移行申請 

 

 

（３）口座管理機関による移行

申請 

 

 

 

 

 

 

 

（４）振替受入簿への記録 

 

 

 

○ 発行者は、機構から（６）の通知を受けたときは、受益権原簿

を変更する。 

 

 

○ 施行日前日までに機構に預託されていない特例受益権の受益証

券（以下、本５．において「受益証券」という。）については、以

下の方式（個別移行方式）により移行を行う。 

 

○ 受益者は、機構に対し、その直近上位の口座管理機関を経由し

て申請を行う。 

 

○ 口座管理機関は、機構に対し、機構の定めるところにより、受

益証券を提出のうえ、次に掲げる事項を示し、移行申請を行う。

なお、口座管理機関は、受益証券の移行申請に係る日程等につい

て、機構とあらかじめ調整を行うものとする。 

① 銘柄及び数 

② 受益証券の番号 

③ 受益者の氏名又は名称及び住所 

④ その他機構が定める事項 

 

○ 機構は、（３）の移行申請を受けたときは、次に掲げる事項を振

替受入簿に記録する。 

① 銘柄及び数 
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項 目 内 容 備 考 

 

 

 

 

 

（５）振替口座簿への記録等 

ａ．機構が移行先口座を開

設している場合の処理 

 

ｂ．口座管理機関が移行先

口座を開設している場合

の処理 

（ａ）機構の顧客口への記

録 

 

（ｂ）口座管理機関の口座

への記載又は記録 

 

（６）移行済みの通知 

 

 

（７）受益権原簿の変更 

 

 

② 受益証券の番号 

③ 受益者の氏名又は名称及び住所 

④ 振替受入簿の記録日（以下単に「記録日」という。） 

⑤ その他機構が定める事項 

 

 

○ 機構は、機構が移行先口座を開設している場合には、記録日に

移行先口座への増加の記録を行う。 

 

 

 

 

○ 機構は、口座管理機関が受益者の口座を開設している場合には、

記録日に、当該口座管理機関の顧客口への増加の記録を行う。 

 

○ 口座管理機関は、記録日に、移行先口座への増加の記載又は記

録を行う。 

 

○ 機構は、発行者に対し、移行済みの受益証券を搬送して、振替

受入簿に記録済みの旨を通知する。 

 

○ 発行者は、機構から（６）の通知を受けたときは、受益権原簿

を変更する。 
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項 目 内 容 備 考 

６．振替受入簿の閲覧又は謄写

の受付 

 

○ 機構は、受益者及び発行者からの振替受入簿の閲覧又は謄写の

請求を受け付ける。 

 

 

３．実施日 

信託法整備法附則第３号に規定する政令で定める日から実施する。 

 

以 上 
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ＪＤＲの新規記録に係る事務処理

信託銀行口座Ａ口座

外国金融機関

（現地カストディ銀行）

本国保管機関

外国金融機関口座

本国 日本
①原株の取得

口座管理機関Ａ

（委託者）

Ａ 口座

機構

ｂ 口座

口座管理機関Ｂ

発行会社

加入者ｂ

（受益者）

B 口座

②振替受益権発行信託契約

口座管理機関Ａと信託銀行は、振替受益
権を発行する旨の信託契約を締結する。

信託銀行

（受託者・振替受益権の発行者）

④新規記録通知

信託銀行は、外国金融機関の信託銀行
口座に信託財産が振り替えられたことを
確認した後、信託契約に基づき、振替受
益権を発行し、機構に対して、新規記録
通知を行う。

⑥口座振替

口座管理機関Ａの口座から、他の口座管理機
関の口座へ振替が行われる。

⑤新規記録

機構は、口座管理機関Ａの口座に新規記録
を行う。

口座管理機関Ａは、外国株券を自己勘定で取得。
外国金融機関に開設した口座に記録を受ける。

③振替指図

口座管理機関Ａは、外国金融機関に
対して、信託財産（外国株券）の信託
銀行口座への振替指図を行う。

資料１
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ＪＤＲの転換（信託の一部解約／ＪＤＲ→信託財産）に係る事務処理

本国保管機関

外国金融機関口座

本国 日本

Ａ口座

機構

ａ口座

口座管理機関Ａ

発行会社

加入者 ａ

（受益者）

信託銀行

口座

①転換請求

加入者は、口座管理機関
Ａに対して、転換請求書を
提出する。

信託銀行

（受託者・
振替受益権の発行者）

Ａ口座

外国金融機関

（現地カストディ銀行）

信託銀行

口座

②転換請求書搬送

口座管理機関Ａは、転換請求書
を信託銀行へ搬送する。

③振替に係る情報通知

信託銀行は、口座管理機関Ａ
に対して、振替先口座（信託銀
行口座）及び振替日等の情報
を通知する。

④前日振替請求

口座管理機関Ａは、転換に
係る振替受益権の信託銀
口座への振替請求を行う。

⑤当日抹消請求

信託銀行は、転換
に係る振替受益権
の抹消請求を行う。

⑦振替指図

信託銀行は、外国金融機関に対して、転換に
係る振替受益権に相当する信託財産の口座
管理機関Ａ口座への振替指図を行う。

資料２

⑥抹消

機構は、信託銀行口座において、
振替受益権の記録を抹消する。
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ＪＤＲの転換（追加信託／信託財産⇒ＪＤＲ）に係る事務処理

本国保管機関

外国金融機関口座

本国 日本

Ａ口座

機構

ａ口座

口座管理機関Ａ

発行会社

加入者 ａ

（受益者）

①転換請求

加入者は、口座管理機関
Ａに対して、転換請求書を
提出する。

②転換請求書搬送

口座管理機関Ａは、転換請求書
を信託銀行へ搬送する。

③振替に係る情報通知

信託銀行は、口座管理機関Ａに
対して、振替先口座（外国金融機
関における信託銀行口座）及び
振替日等の情報を通知する。

⑦新規記録済通知

⑤新規記録通知

信託銀行は、振替
受益権を発行し、機
構に対して、新規記
録通知を行う。

④振替指図

口座管理機関Ａは、外国金融機関に対して、
転換に係る振替受益権に相当する信託財産
の信託銀行口座への振替指図を行う。

⑥新規記録

機構は、口座管理機関Ａの口座に
新規記録を行う。

Ａ口座

外国金融機関

（現地カストディ銀行）

信託銀行

口座

信託銀行

（受託者・
振替受益権の発行者）

資料３
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３．受益証券発行信託の受益権の株式等振替制度移行に係る
システム対応について



受益証券発行信託の受益権の株式等振替制度
移行に係る株式等振替システム改修項目

１．権利行使に係る証明書発行時の残高ロック機能について

○ 現行の受益証券発行信託受益証券保管振替決済制度（兼業制度）は、券面ベースの制度で
あるため、受益証券発行信託の受益権に係る権利行使の際、証明書発行の事務処理は不要
であった

株式等振替制度への移行に伴い、当該権利行使に係る証明書の発行が必要になること
から、受益証券発行信託の受益権についても、新株予約権付社債の機能を基に、当該
権利行使に係る証明書発行時の残高ロック機能を付与する

２． 発行者による情報提供請求機能について

○ 株式等振替システムでは、既に情報提供請求機能を保持しているが、受益証券発行信託の
受益権については、法律上及び規則上の根拠規定がないため、これまでは当該機能を備え
ていなかった

株式等振替制度への移行に伴い、情報提供請求について規定されることから、受益証
券発行信託の受益権についても、当該機能を利用可能にする

1



システム改修及びシステムテストのスケジュール
概要

○ 平成21年12月～平成22年３月 システム改修

○ 平成22年２月12日 制度参加者への接続仕様書送付

○ 平成22年２月22日 利用者テスト実施要領公表

○ 平成22年５月中旬 利用者テストの実施
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受益証券発行信託受益権の株式等振替制度対応に関する説明会

発行日 平成22年３月

編集・発行 株式会社証券保管振替機構
〒103-0025
東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号（第二証券会館）

（お問い合せ先）
株式業務部 ＪＤＲ担当
・電話番号 ： 03-3661-0190
・e-mail ： denshika-gyomu@jasdec.com
・ホームページアドレス ： http://www.jasdec.com/
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